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平成１９年度科学技術関係予算案について 
 

平成１８年１２月２５日 

内閣府(科学技術政策担当) 

 

１．科学技術関係予算案の速報値  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）経済成長戦略推進要望に含まれる科学技術関係予算は、887 億円 

 

(1) 平成 19 年度予算案 

○科学技術振興費は＋1.1％で、少子化対策等と並び例外的に伸びている経費。

18 年度補正予算案を含めて考えれば、18 年度当初予算に対する伸率は＋

2.7％であり、名目成長率の見通し（2.2％）を超える伸び。 

○科学技術関係予算全体は、特別会計が大きく減額したことから△1.8％。18

年度補正予算案を含めると＋2.3％。 

○ＳＡＢＣ付け結果は適切に反映 

１８年度当初予算額よりの伸率 （財務省提出資料より） 

Ｓ： ＋129％、Ａ： ＋10％、Ｂ： △24％、Ｃ： △46％ 

 

(2) 平成 18 年度補正予算案 

○1,451 億円と、４年ぶりの大きな補正予算 

○大学等施設耐震化対策が 1,224 億円 

○科学技術振興費は 216 億円（18 年度当初予算の 1.6％に相当） 

資料２－１

（単位：億円）

平成１８年度
当初予算
①

平成１９年度
当初予算案
②

対前年度増減
（増減率％）
②－①

平成１８年度
補正予算案
③

補正予算を含めた
対前年度増減
（増減率％）
②＋③－①

△75 +1,377
( △0.2%) (4.6%)
+150 +366
(1.1%) (2.7%)
△224 +1,011
( △1.3%) (6.1%)
△556 △556
( △9.7%) ( △9.7%)
△631 +821
( △1.8%) (2.3%)

0

1,45135,11335,743

1,451

科学技術振興費

その他の経費

13,312

16,667

13,462

16,443

216

1,235

一般会計中の科学技術関係予算

科学技術関係予算の総額

29,979 29,905

特別会計中の科学技術関係予算 5,764 5,208
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２．主要事項の概要      (カッコ内は昨年度予算額) 
 

(1) 戦略重点科学技術（国家基幹技術を含む）への集中投資 

3,873 億円（2,850 億円）、＋36％であり、「選択と集中」を徹底し戦略的重点化 

○臨床研究・臨床への橋渡し研究 244 億円(186 億円)文科省、厚労省、経産省 

○世界最高水準の次世代ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀ  77 億円( 35 億円)文科省 

○コンテンツ創造及び情報活用技術  52 億円(  2 億円)総務省、文科省、経産省 

○地域に即したバイオマス利用技術  68 億円( 55 億円)文科省、農水省、経産省、 
国交省、環境省 

○高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル技術 299 億円(211 億円)文科省、経産省 

○宇宙輸送システム   379 億円(255 億円)文科省 

 

(2) 競争的資金の拡充 

８府省合計で 4,766 億円（4,701 億円）、＋1.4％ 

○科学研究費補助金      1,913 億円(1,895 億円)文科省 

○世界ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙ国際研究拠点形成促進事業     35 億円( 新  規 )文科省 

○グローバルＣＯＥプログラム      158 億円( 新  規 )文科省 

 

(3) 優先順位Ｓの施策の例（戦略重点科学技術以外） 

○理科支援員等配置事業        20 億円(新 規)文科省 

○地域資源活用型研究開発事業        20 億円(新 規)経産省 

○知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）       55 億円(新 規)文科省 

 

○ 一般歳出全体が厳しく抑制される中、科学技術の振興の中心的経費で
ある「科学技術振興費」が増額 

→補正予算を合わせれば、2.7％の伸びに相当し、19 年度の名目成長率
の見通し（2.2％）を超える伸びを確保 

○ 「選択と集中」の徹底により、戦略重点科学技術等への重点化 

○ ＳＡＢＣ付け結果が反映され、メリハリのきいた予算措置 

 
 
 
 
 
 
 

第３期科学技術基本計画を着実に実行し、イノベーション 

の加速により経済成長を図っていく  
 

※注 数値は速報値であり、今後の精査により変更があり得る 

研究費不正使用等の防止の徹底、研究費配分における無駄の一層の排除 



（別紙１）

（単位：億円）

  平成１８年度予算額    平成１９年度政府予算案

一般会計
うち

科学技術
振興費

特別会計 計 一般会計
うち

科学技術
振興費

特別会計 計
対前年度
増減額

 国会 11 10 0 11 11 11 0 11 1 5.2 % 0

 内閣官房 612 0 0 612 603 0 0 603 △ 9 △ 1.4 % 3

 内閣府 158 119 0 158 162 126 0 162 4 2.7 % 0

 警察庁 22 21 0 22 22 21 0 22 △ 0 △ 0.9 % 0

 防衛庁 1,836 0 0 1,836 1,573 0 0 1,573 △ 263 △ 14.3 % 0

 総務省 677 546 72 749 666 534 65 731 △ 18 △ 2.4 % 0

 法務省 21 21 0 21 20 20 0 20 △ 1 △ 3.4 % 0

 外務省 110 0 0 110 115 0 0 115 5 4.9 % 5

 財務省 16 13 0 16 15 12 0 15 △ 1 △ 3.8 % 1

 文部科学省 21,539 8,414 1,498 23,037 21,638 8,526 1,483 23,121 84 0.4 % 1,373

 厚生労働省 1,112 1,098 195 1,308 1,132 1,118 183 1,315 8 0.6 % 1

 農林水産省 1,202 1,174 8 1,210 1,278 1,187 12 1,290 80 6.6 % 8

 経済産業省 1,915 1,442 3,666 5,581 1,928 1,461 3,105 5,033 △ 548 △ 9.8 % 52

 国土交通省 494 236 291 785 493 232 292 785 1 0.1 % 3

 環境省 256 219 34 289 247 213 67 314 25 8.6 % 6

計 29,979 13,312 5,764 35,743 29,905 13,462 5,208 35,113 △ 631 △ 1.8 % 1,451
(△0.2%) (1.1%) (△9.7%)

（参考）
平成１８年度
補正予算案
における
科学技術
関係予算

平成１９年度予算案における科学技術関係予算（府省庁別内訳）

対前年度
増減率

(注) 各府省から提出されたデータを基に内閣府にて集計したもの。
      数値は速報値であり、今後の精査により変更があり得る。



経済産業省
14.3%

防衛庁
4.5%

厚生労働省
3.7%

農林水産省
3.7%

国土交通省
2.2%

その他
1.0%

環境省
0.9%

内閣官房
1.7%

総務省
2.1%

文部科学省
65.8%

総額
３５，１１３億円

総額
３５，１１３億円

内局等
１１，５７１億円

独立行政法人
１１，３４８億円

うち運営費交付金
１０，２１２億円

うち運営費交付金
１０，０４４億円

大学等
１２，１９４億円

国会
内閣府
警察庁
法務省
外務省
財務省

平成１９年度予算案における科学技術関係予算（主な特徴）

【府省庁別割合】 【機関別割合】

（別紙２）


